











































ることが明らかにされている（Lane and Ersson 1990；Hadenius 1992）。つまり、多民族国家での民主
主義の導入は、民主主義体制そのものを不安定にさせることが明らかになっているのである。現代の民主
主義は、複数政党による自由選挙が前提となっているが、民主主義における選挙競争は、中間的（穏健）












ではなく、民主主義体制の「定着（consolidation）」（Linz and Stepan 1996）ないしは「持続（endurance）」
（恒川2006）、「深化（deepening）」（Diamond, 1999）が重要であると認識されるようになった。リンス












































































































































し（Rokkan and Lipset, 1969）、また脱工業化社会における社会亀裂の変化が、政党システムの変化を生
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  註
　　　　　　　　　　　　
1 本稿では、「民族」を「ethnicity」の意味で用いる。したがって、「多民族社会」は「multi-ethnic society」の意味である。「nation」
を指して「民族」という場合があるが、これは本稿では適用しない。なぜなら、ここで取り上げる民族紛争や民族政党が現れる国々
はすべて「多民族国家」＝「multi-ethnic nation」であり、複数の「民族」が統合された国家＝「nation」を形成しているから
である。この場合、「nation」のなかに複数の「ethnicity」が存在しているわけであり、「nation」も「民族」とすると混乱を引
きおこす。また、多民族社会を「多元社会・複合社会」＝「plural society」と解する場合もあるが、これは民族だけでなく階級
やイデオロギー集団などさまざまな社会集団を含むより広い概念であるため、これもここでは使わない。また、アフリカでは「部
族（tribe）」と呼ばれることもあるが、これは適切ではなく、研究者の間では現在、「部族」という用語は用いず、「民族（ethnicity）」
という用語が用いられている。
2 ただし、民族や宗教対立だけでなく、イデオロギー対立においても妥協の余地がなく深刻化することがあったことは、冷戦時代
のイデオロギー対立などを見ると明らかである（岩崎2006: 141－3頁）。
3 1997年当時、紛争状態にあったサハラ以南のアフリカ諸国は、アンゴラ、ブルンジ、中央アフリカ、コモロ、コンゴ共和国、
コンゴ民主共和国、エリトリア、エチオピア、ギニア、ケニア、リベリア、ナイジェリア、ルワンダ、セネガル、シエラレオ
ネ、ソマリア、南アフリカ共和国、スーダン、タンザニア、ウガンダ、ザンビア、ジンバブウェと48カ国中22カ国（およそ半分）
におよんだという（戸田2008：44）。
4 「民主化移行」と「民主主義の定着」にかんしては、近藤2011を参照。
5 こうした「国家性」の観点から久保2003は、旧ユーゴの内戦と民主主義定着の問題を論じている。
6 この点については塩川2008とくに3－6頁を参照。
7 また、そういうアナロジーに沿って政党組織論の系譜をまとめたものとして金丸2011を参照。
8 このアプローチは合理的選択アプローチと呼ばれ、経済学的な理論を適用することで、より演繹的に因果関係を特定しながら分
析できるという強みを持つとされる。
9 これに対し、トゥジマンやイゼトベゴヴィッチは政治的野心よりも民族主義に固執する理想主義者として「民族活動家（ethnic 
activist）」と呼ばれている。
10 民族の区別は、人種や言語などによる場合が多いが、ボスニアの主要3民族の場合、いずれも言語はセルボ・クロアチア語で共
通していて、クロアチア人はカトリック、セルビア人はギリシャ正教、ムスリム人はイスラムと、宗教による違いで区別されて
いる。
11 1981年の国勢調査によれば、シンハラ人74.0％、スリランカ・タミル人12.7％、インド・タミル人5.5％。またそのほかにも7.1％
を占めるムーア人他の少数民族が存在する（三輪2009：126）。
12 筆者は、多民族国家における国民統合について、「多極共存モデル」と「求心統合モデル」という2つの方向性による制度的な
方策を論じたことがある（金丸2011b）。また、国民統合については、言語政策、教育政策など政策レベルでの方策もあり、こ
れらはまた別のところで議論されることになるであろう。
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